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(57)【要約】
　軟組織に固定するための人工器官が外科用金網層及び
組織把持要素を有する組織把持層を含む。外科用金網層
は組織把持層に取り付けられる。組織把持要素は主要開
口部及び１つ又は複数のスリットを含んでよい。隣接す
るスリットの対の間に規定されるタブは、主要開口部の
作動前位置に対して、及び／又は、外科用金網層に対し
て可動であってよい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軟組織に固定可能である人工器官であって、
　外科用金網と、
　軟組織を把持して前記外科用金網を前記軟組織に取り付けるように構成され、設計され
る組織把持要素であって、前記外科用金網に取り付けられる前記組織把持要素と、を備え
、
　前記組織把持要素は、
　基部と、
　基部を通して形成される第１スリットであって、前記基部の少なくとも２つの部分によ
って規定された第１スリットと、を備え、
　前記組織把持要素を作動させるための力の付加に応えて、組織が前記基部の前記少なく
とも２つの部分の間で把持される、人工器官。
【請求項２】
　前記組織把持要素が、
　前記基部を通して形成された第２スリットと、
　前記第１スリットと前記第２スリットとの間で規定される第１タブであって、力の前記
付加に応えて、組織把持構成の中へ前記外科用金網から離れて移動可能である前記第１タ
ブと、をさらに備える、請求項１に記載の人工器官。
【請求項３】
　前記組織把持要素が、前記基部を通して形成された第３スリットをさらに備える、請求
項２に記載の人工器官。
【請求項４】
　前記組織把持要素が、
　前記第２スリットと前記第３スリットとの間に規定される第２タブと、
　前記第３スリットと前記第１スリットとの間に規定される第３タブであって、前記第２
タブ及び前記第３タブが力の前記付加に応えて組織把持構成の中に前記外科用金網から離
れて移動可能である、第３タブと、をさらに備える、請求項３に記載の人工器官。
【請求項５】
　前記組織把持要素がさらに第１逃し開口部を備え、
　前記第１スリットが第１端部及び第２端部を有し、
　前記逃し開口部が前記第１スリットの前記第２端部に位置決めされる、請求項１に記載
の人工器官。
【請求項６】
　それぞれ前記第２スリット及び前記第３スリットに対応する第２逃し開口部及び第３逃
し開口部をさらに備え、
　前記第２スリット及び前記第３スリットのそれぞれが第１端部及び第２端部を有し、
　スリットごとに、前記対応する逃し開口部が前記第２端部に位置決めされる、請求項３
に記載の人工器官。
【請求項７】
　前記組織把持要素の前記基部が実質的に円形である外周形状を含む、請求項１に記載の
人工器官。
【請求項８】
　前記組織把持要素の基部が実質的に矩形である外周形状を含む、請求項１に記載の人工
器官。
【請求項９】
　前記組織把持要素は第４スリットをさらに備える、請求項３に記載の人工器官。
【請求項１０】
　前記組織把持要素が５つ以上のスリットをさらに備える、請求項３に記載の人工器官。
【請求項１１】
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　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記スリットの前記長
さに沿って一様である、請求項１に記載の人工器官。
【請求項１２】
　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記第１逃し開口部よ
りも小さい、請求項５に記載の人工器官。
【請求項１３】
　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記第１逃し開口部よ
りも大きい、請求項５に記載の人工器官。
【請求項１４】
　前記第１タブが片持ち梁タブを備える、請求項２に記載の人工器官。
【請求項１５】
　前記組織把持要素の前記基部が膜材料から作られる、請求項１に記載の人工器官。
【請求項１６】
　前記組織把持要素を含む組織把持層をさらに備える、請求項１に記載の人工器官。
【請求項１７】
　前記組織把持層が複数の組織把持要素を含む、請求項１６に記載の人工器官。
【請求項１８】
　前記外科用金網を含む外科用金網層をさらに備える、請求項１に記載の人工器官。
【請求項１９】
　前記第１スリット、前記第２スリット及び前記第３スリットが、位置決めされて基準点
に向かう点に向けられる、請求項３に記載の人工器官。
【請求項２０】
　前記スリットが前記基準点の回りに等しく離間される、請求項１９に記載の人工器官。
【請求項２１】
　前記第１スリット、前記第２スリット及び前記第３スリットが前記基準点から放射状に
外向きに離れて向けられる、請求項１９に記載の人工器官。
【請求項２２】
　前記組織把持要素が、前記組織把持要素の作動前に前記基部を通る主要開口部をさらに
備える、請求項３に記載の人工器官。
【請求項２３】
　前記第１タブが、力の前記付加に応えて前記外科用金網から離れて移動する、請求項２
２に記載の人工器官。
【請求項２４】
　前記第１スリット、前記第２スリット及び前記第３スリットが前記主要開口部から放射
状に外向きに向けられる、請求項２２に記載の人工器官。
【請求項２５】
　前記主要開口部が前記組織把持要素の作動前に事前作動位置に位置決めされ、前記第１
タブが前記主要開口部の前記事前作動位置に対して可動である、請求項２２に記載の人工
器官。
【請求項２６】
　第１逃し開口部をさらに備え、前記第１逃し開口部が前記主要開口部よりもサイズが小
さい、請求項２２に記載の人工器官。
【請求項２７】
　前記スリットが前記主要開口部から延在する、請求項２２に記載の人工器官。
【請求項２８】
　前記スリットが前記主要開口部の回りで等しく離間される、請求項２２に記載の人工器
官。
【請求項２９】
　前記組織把持要素が、前記組織把持要素の作動前に前記基部を通る主要開口部をさらに
備え、前記主要開口部が前記第１スリットの前記第１端部に位置決めされる、請求項２に
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記載の人工器官。
【請求項３０】
　力の前記付加に応える前記外科用金網から離れる前記第１タブの移動が、前記基部を通
って形成される主要開口部を明らかにする、請求項２に記載の人工器官。
【請求項３１】
　力の前記付加が前記人工器官の領域に対してである、請求項１に記載の人工器官。
【請求項３２】
　力の前記付加が前記組織に対してである、請求項１に記載の人工器官。
【請求項３３】
　埋込み可能な人工器官用の圧力作動体内組織把持要素であって、
　基部と、
　前記基部を通って形成される第１スリットであって、前記基部の少なくとも２つの部分
によって規定される前記スリットと
を備え、
　前記組織把持要素が滅菌され、埋込み可能であり、軟組織を把持するように構成され、
設計される、
圧力作動体内組織把持要素。
【請求項３４】
　第２スリットと、
　前記第１スリットと前記第２スリットとの間に規定される第１タブであって、前記基部
に対して可動である前記第１タブと
をさらに備える、請求項３３に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項３５】
　第３スリットと、
　前記第２スリットと前記第３スリットとの間で規定される第２タブと、
　前記第３スリットと前記第１スリットとの間で規定される第３タブであって、前記第２
タブ及び前記第３タブが前記基部に対して可動である、第３タブと、をさらに備える、請
求項３４に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項３６】
　第１逃し開口部をさらに備え、
　前記第１スリットが第１端部及び第２端部を有し、
　前記逃し開口部が前記第２端部に位置決めされる、請求項３３に記載の圧力作動体内組
織把持要素。
【請求項３７】
　それぞれ前記第２スリット及び前記第３スリットに対応する第２逃し開口部及び第３逃
し開口部をさらに備え、
　前記第２スリット及び前記第３スリットのそれぞれが第１端部及び第２端部を有し、
　スリットごとに、前記対応する逃し開口部が前記第２端部に位置決めされる、請求項３
５に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項３８】
　前記基部が１枚の材料を備える、請求項３３に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項３９】
　前記１枚の材料が膜から作られる、請求項３８に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４０】
　前記基部が実質的に円形である外周形状を含む、請求項３３に記載の圧力作動体内組織
把持要素。
【請求項４１】
　前記基部が実質的に矩形である外周形状を含む、請求項３３に記載の圧力作動体内組織
把持要素。
【請求項４２】
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　前記基部を通して形成される第４スリットをさらに備える、請求項３５に記載の圧力作
動体内組織把持要素。
【請求項４３】
　前記基部を通して形成される５つ以上のスリットをさらに備える、請求項３５に記載の
圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４４】
　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記スリットの前記長
さに沿って一様である、請求項３３に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４５】
　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記第１逃し開口部よ
りも小さい、請求項３６に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４６】
　前記第１スリットが長さ及び幅を有し、前記スリットの前記幅が前記第１逃し開口部よ
りも大きい、請求項３６に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４７】
　前記組織把持要素が、前記組織把持要素の作動前に前記基部を通る主要開口部をさらに
備える、請求項３５に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４８】
　前記基部から離れる前記第１タブの移動が前記主要開口部を拡大する、請求項４７に記
載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項４９】
　前記第１スリット、前記第２スリット及び前記第３スリットが前記主要開口部から放射
状に外向きに向けられる、請求項４７に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項５０】
　前記主要開口部が、前記組織把持要素の作動前に作動前位置に位置決めされ、前記第１
タブが前記主要開口部の前記作動前位置に対して可動である、請求項４７に記載の圧力作
動体内組織把持要素。
【請求項５１】
　第１逃し開口部をさらに備え、前記第１逃し開口部が前記主要開口部よりもサイズが小
さい、請求項４７に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項５２】
　前記スリットが前記主要開口部から延在する、請求項４７に記載の圧力作動体内組織把
持要素。
【請求項５３】
　前記スリットが前記主要開口部の回りで等しく離間される、請求項４７に記載の圧力作
動体内組織把持要素。
【請求項５４】
　前記組織把持要素が、前記組織把持要素の作動前に前記基部を通る主要開口部をさらに
備え、前記逃し開口部が前記主要開口部よりも小さい、請求項３６に記載の圧力作動体内
組織把持要素。
【請求項５５】
　前記組織把持要素が、前記組織把持要素の作動前に前記基部を通る主要開口部をさらに
備え、前記主要開口部が前記第１スリットの前記第１端部に位置決めされる、請求項３４
に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項５６】
　前記基部から離れる前記第１タブの移動が、前記基部を通って形成される主要開口部を
明らかにする、請求項３４に記載の圧力作動体内組織把持要素。
【請求項５７】
　人工器官を軟組織に固定する方法であって、
　人間の体又は動物の体の移植部位に前記人工器官を位置決めすることであって、前記人
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工器官が外科用金網に取り付けられた組織把持要素を含む、位置決めすることと、
　前記人工器官が取り付けられる組織に隣接して前記組織把持要素を設置することと、
　前記組織把持層の前記組織把持要素を作動させて前記組織を把持するために機械的な力
を付加することと、を含む方法。
【請求項５８】
　前記力が前記人工器官の領域に付加される、請求項５７に記載の方法。
【請求項５９】
　前記組織に対して前記人工器官を保持しながら、前記人工器官の前記領域に前記力を付
加することが、前記組織把持要素のタブを前記組織に向かって前記力の前記方向で移動さ
せる、請求項５８に記載の方法。
【請求項６０】
　前記組織に対して前記人工器官を保持しながら、前記人工器官の前記領域に前記力を付
加することが、前記組織把持要素のタブを前記組織把持要素の主要開口部の作動前位置に
対して移動させる、請求項５９に記載の方法。
【請求項６１】
　前記人工器官の前記領域に前記力を付加することが、前記人工器官に対して腹腔鏡器具
を接触させることによって達成される、請求項５８に記載の方法。
【請求項６２】
　前記力が前記組織把持要素に付加される、請求項５７に記載の方法。
【請求項６３】
　前記力が前記組織把持要素のタブに付加される、請求項６２に記載の方法。
【請求項６４】
　前記人工器官の第２領域に力を付加することをさらに含む、請求項５８に記載の方法。
【請求項６５】
　前記人工器官が縮小された形式で前記人間の体又は前記動物の体の中に挿入される、請
求項５７に記載の方法。
【請求項６６】
　前記人工器官が前記移植部位に位置決めされた後に前記人工器官を拡大することをさら
に含む、請求項６５に記載の方法。
【請求項６７】
　前記力が前記組織に付加される、請求項５７に記載の方法。
【請求項６８】
　前記組織把持要素が第１スリットを備え、前記組織に前記力を付加することが前記第１
スリットを通して前記組織を移動させる、請求項６７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本願は、特許法第１１９条（ｅ）の下で、全体の内容が参照により本明細書に組み込ま
れる、２０１５年３月２６日に出願された米国仮特許出願第６２／１７６，８８５号の利
益を主張する。
【０００２】
　態様は、軟組織に埋込み可能な人工器官を一時的に又は恒久的に固定するための力作動
式把持装置に関し、力作動式把持装置を組み込む埋込み可能な人工器官に関し、そうした
力作動式把持装置及び同を組み込んだ埋込み可能な人工器官を使用するための方法に関す
る。
【背景技術】
【０００３】
　例えば外科用金網等の埋込み可能な人工器官は、例えばヘルニア等の軟組織を修復する
ために使用されてもよい。通常、パッチ、プラグ、又はパッチとプラグとの組合せの形を
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とる外科用金網は、開放処置、低侵襲的処置（例えば、腹腔鏡）を通して、又は、ハイブ
リッド開放低侵襲的技法を通して埋め込まれることがある。ある処置では、例えばステー
プル又は鋲等の縫合糸又は固締具が外科用金網を通して組織の中に配備されて、外科用金
網を定位置に固定してもよい。また、外科用金網から組織の中に突出するマイクロフィラ
メント又は羽枝を組織の中に埋め込んで、一時的に又は恒久的に欠損に対して人工装具を
固定することも知られている。
【発明の概要】
【０００４】
　一態様に従って、軟組織に固定可能である人工器官は、外科用金網と、軟組織を把持し
て外科用金網を軟組織に取り付けるように構築されて作られる組織把持要素と、を含む。
組織把持要素は外科用金網に取り付けられる。組織把持要素は、基部及び基部を通して形
成される第１スリットを含む。スリットは、基部の少なくとも２つの部分によって規定さ
れる。組織把持要素を作動させるための力の付加に応えて、組織は、基部の少なくとも２
つの部分の間で把持される。
【０００５】
　別の態様によれば、埋込み可能な人工器官用の圧力作動式の体内組織把持要素は、基部
及び基部を通して形成される第１スリットを含む。スリットは、基部の少なくとも２つの
部分によって規定される。組織把持要素は、滅菌されて埋込み可能であり、かつ、軟組織
を把持するように構築されて設計される。
【０００６】
　別の態様によれば、軟組織に人工器官を固定する方法は、人間の体又は動物の体の移植
部位に人工器官を位置決めすることを含む。人工器官は、外科用金網に取り付けられた組
織把持要素を含む。方法はさらに、人工器官が取り付けられる組織に隣接して組織把持要
素を配置することを含む。また、方法は、組織把持層の組織把持要素を作動させて組織を
把持するために機械的な力を付加せることも含む。
【０００７】
　添付図面は、原寸に比例して描かれることを目的としていない。図面中、多様な図で示
されるそれぞれの同一の又はほぼ同一の構成要素は、類似する数字により表されてもよい
。明確にするために、あらゆる構成要素があらゆる図面で明示されているわけではない。
本発明の多様な実施形態は添付図面を参照して例としてここで説明される。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】軟組織欠損を修復するための人工器官、つまり例えば外科用金網層等の支持層に
取り付けられる組織把持層を含む人工器官の図である。
【図２】線２－２に沿った、図１に示される人工器官の断面図である。
【図３】複数の組織把持要素を有する組織把持層の図である。
【図４】第１実施形態に係る組織把持要素の拡大図である。
【図５】別の実施形態に係る組織把持要素の拡大図である。
【図６】別の実施形態に係る組織把持要素の拡大図である。
【図７】別の実施形態に係る組織把持要素の拡大図である。
【図８】組織把持要素の整列したアレイを有する組織把持層の図である。
【図９】一実施形態に係る成形された組織把持層の図である。
【図１０Ａ】別の実施形態による成形された組織把持層の図である。
【図１０Ｂ】別の実施形態による成形された組織把持層の図である。
【図１１】分離された部分から成る組織把持層を有する人工器官の図である。
【図１２】線１２－１２に沿った、図１１に示される人工器官の断面図である。
【図１３】一実施形態に係る人工器官の図である。
【図１４】別の実施形態による人工器官の図である。
【図１５】組織把持層の境界線に位置決めされた組織把持要素を有する組織把持層の図で
ある。
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【図１６Ａ】一実施形態に係る組織把持要素の図である。
【図１６Ｂ】別の実施形態に係る組織把持要素の図である。
【図１６Ｃ】別の実施形態に係る組織把持要素の図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の態様が、特定の例示的な実施形態及び図面を参照して本明細書に説明されるこ
とが理解されるべきである。本明細書に説明される例示的な実施形態は、本発明のすべて
の態様を示すことを必ずしも目的としておらず、むしろある例示的な実施形態を説明する
ために使用される。従って、本発明の態様は例示的な実施形態を鑑みて厳密に構築される
ことは意図されない。さらに、本発明の態様が単独で又は本発明の他の態様との任意の適
切な組合せで使用されてもよいことが理解されるべきである。
【００１０】
　多様な実施形態は、埋込み可能な人工器官を軟組織に固定するための力作動式把持装置
と関連して説明される。人工器官は軟組織修復、再建手術（例えば、乳房再建若しくは豊
胸）又は任意の他の処置のために構成されてもよい。ある実施形態では、人工器官は、胸
壁又は腹壁の再建及び増強、又は鼠蹊ヘルニア（例えば、外鼠蹊ヘルニア、内鼠蹊ヘルニ
ア、大腿ヘルニア）、腹膜ヘルニア（例えば、へそヘルニア、瘢痕ヘルニア）、裂孔ヘル
ニア、ストーマ周囲のヘルニア、上腹壁ヘルニア、又は傍食道ヘルニアの修復を含むが、
これに限定されるものではないヘルニア修復のために示されるパッチ、プラグ、又はパッ
チとプラグとの組合せであってよい。力作動式把持装置は、特にヘルニア修復人工装具と
の関連で説明されるが、本発明は必ずしもこのように限定されず、他の外科治療又は内科
療法で使用されてもよいだけではなく、他の埋込み可能な人工装具と利用されてもよい。
理解を容易にするために、ヘルニア人工器官は腹腔鏡処置との関連で説明されるが、当業
者に明らかである必要があるように、他の低侵襲的処置で、開放処置で、ハイブリッド開
放低侵襲的処置で、又はヘルニア若しくは他の軟組織の欠損を修復するための他の技法で
利用されてもよい。
【００１１】
　ヘルニアを修復するための人工器官は、欠損を含む、組織又は例えば腹壁等の筋肉壁に
対して位置決めされる第１側面を有する人工器官本体を含んでよい。人工器官本体の第１
側面は組織内方成長のために構成されてもよい。例えば、第１側面は外科用金網の形をと
ってよい。人工器官本体の第２側面は、人工装具との潜在的な付着の敏感な器官又は他の
領域に隣接して位置してよい場合、人工器官本体の第２側面は、人工器官の第１側面と敏
感な器官との間の付着を妨げるために、バリア材の層又はバリアコーティング等のバリア
を含んでよい。
【００１２】
　特定の開放処置においてだけではなく低侵襲的技法においても、ヘルニア修復パッチ等
のヘルニア人工器官は、治療部位への人工装具の送達を容易にするためにサイズを削減さ
れてもよい。例えば、腹腔鏡処置では、ヘルニア修復人工器官は、細長い円筒形の形状に
丸められてもよい、又は、それ以外の場合、約１０ｍｍの、約５ｍｍの、又はより細かい
サイズの内径を有してよい、狭いカニューレ又は手術部位への他のアクセスを通る通過に
適したより小さい構成に折り畳まれてもよい。送達後、縮小されたヘルニア人工器官は拡
大構成に変換される。拡大された人工器官は、その後、ヘルニア欠損の回りに置かれ、人
工装具を組織に固定するために腹壁に固定されてもよい。ある実施形態では、埋込み可能
な人工装具との組織統合は人工装具を定位置に固定する。
【００１３】
　出願人は、組織に迅速に且つ容易に取り付けることができ、適切な組織の統合の間、人
工装具を定位置に維持する軟組織修復人工器官の必要性を認識している。また、出願人は
、特定の実施形態で、人工器官での補強構造をさらに含むことが、移植部位に達すると、
縮小された人工装具の拡大を容易にするのに役立つことがあることも理解している。
【００１４】
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　一態様に従って、人工器官は、力で作動されて軟組織に付着することができる組織把持
要素を含む。組織把持要素は、多様な構成で使用され得ることが理解されるべきである。
例えば、ある実施形態では、組織把持要素は、医療機器の支持層から直接的に又は間接的
に拡張してよい。例えば及び制限なく、支持層は外科用金網であってよく、医療機器はヘ
ルニア修復パッチ又はプラグであってよい。別の例示的な例では、組織把持要素は、治療
部位で乳房インプラントを定位置に固定するために乳房インプラントの表面又は他の層等
、支持層と関連付けられてもよい。
【００１５】
　ある実施形態では、人工器官１００は、図１に示される外科用金網層２００及び組織把
持層１００を含む。組織把持層１００は、基部１０１を有し、複数の組織把持要素を含む
。層１００、２００の境界のない形状は、層１００、２００が図に示されているものより
も大きいことがあり、任意の外形形状を有することを示すことが理解されるべきである。
さらに、人工器官は概して平面状（わずかな凹面、凸面、組み合わされた凹面及び凸面を
含む）として示されているが、ある実施形態では、外科用金網層及び／又は組織把持層は
３次元形状（例えば、円筒プラグ又は円錐プラグ）を有してよい。外科用金網層は、組織
把持層１００のそれよりも大きい、実質的に等しい、又は小さいことがある。ある実施形
態では、組織把持層は外科用金網層よりも著しく小さい。
【００１６】
　ある実施形態では、組織把持層は外科用金網層に取り付けられる。図２は、図１の線２
－２を通る人工器官の断面図を示す。図２で分かるように、１つ又は複数のステッチ６０
が組織把持層１００を外科用金網層２００に取り付けている。示されている層の厚さは、
概略のためだけであり、原寸に比例していないことが理解されるべきである。外科用金網
層２００の厚さは、組織把持層１００の厚さよりも大きい、実質的に等しい、又は小さい
ことがある。外科用金網及び組織把持膜は、多様な異なる構成を介して互いに取り付けら
れてもよい。外科用金網は、例えばステッチ、縫合糸、ステープル、固締具等によって組
織把持膜に機械的に取り付けられてもよい。組織把持膜は、そうしたステッチ、縫合糸、
ステープル、又は固締具を受け入れるために小さい穴又は開口部を含んでよい。組織把持
膜は外科用金網の上に及び／又は中に溶接されてもよい。組織把持膜は、外科用金網の複
数の層を使用し、外科用金網の中に成形され、次いで第２操作として金型切断されてもよ
い。組織把持膜及び外科用金網は、接着剤、光化学反応、紫外線硬化、溶接を介して又は
任意の他の適切な配置によって互いに取り付けられてもよい。
【００１７】
　外科用金網層及び組織把持層は互いの上部に重ね合わされているとして図に示されてい
るが、他の実施形態では、外科用金網領域及び組織把持領域は単一層で並んで配置されて
もよいことが理解されるべきである。外科用金網層及び組織把持層が実質的に同一平面状
となることが意図される。「外科用金網層」及び「組織把持層」に関するすべての議論は
、２つの層が同じ層又は平面の中に含まれる実施形態を含む。
【００１８】
　組織把持層の組織把持要素はここでより詳細に説明される。図３で分かるように、組織
把持層１００は、基部１０１を含み、複数の組織把持要素１０を有してよい。しかしなが
ら、ある実施形態では、組織把持層は１つの組織把持要素だけを有する。図３の組織把持
層１００の領域１０２は拡大され、図４で示されて、組織把持要素１０をより詳細に示す
。図４に示される実施形態等のある実施形態では、組織把持要素１０は、組織把持層の基
部１０１を通して形成される複数のスリット３０を含む。タブ５０は、隣接するスリット
の各対の間に規定される。ある実施形態では、タブは片持ち梁式タブである。ある実施形
態では、組織把持要素は、図４に示される実施形態でのように、組織把持要素の作動前に
組織把持層の基部１０１を通して形成される主要開口部２０を含む。組織把持要素の作動
の前に、主要開口部２０の周縁部の少なくとも一部分がタブ（複数可）５０の端部（複数
可）によって境界を付けられてもよい。この実施形態では、組織把持要素の作動はタブ５
０の１つ又は複数を基部１０１から離れさせ、このことがさらに主要開口部２０のサイズ
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を拡大してよい。一実施形態では、組織把持要素は、組織がスリットを規定する組織把持
要素の２つ以上の部分の間で把持されてもよいただ１つのスリットを含む。
【００１９】
　他の実施形態では、１つ又は複数のタブの基部からの移動が、基部を通して形成される
主要開口部を明らかにする。例えば、ある実施形態では、タブの端部に、又はタブの端部
間に形成される開口部がないようにタブの端部は共通の点と一致してよい。こうした組織
把持要素の作動時、タブの１つ又は複数は移動し、基部を通る主要開口部を明らかにする
。後のセクションでより詳細に説明されるように、タブは組織把持要素の基部に対して可
動であり、外科用金網層は主要開口部の作動前位置に対して可動である。主要開口部は、
次いで組織把持要素に付加される力に応じて変化してよい可変形状を有してよい。
【００２０】
　ある実施形態では、組織把持要素は１つ又は複数の逃し開口部４０を含む。各スリット
３０は第１端部３２及び第２端部３４を有する。ある実施形態では、主要開口部２０はス
リット３０の第１端部３２に位置決めされ、逃し開口部４０はスリット３０の第２端部３
４に位置決めされる。いかなる理論にも拘束されることを望むものではないが、スリット
の端部の逃し開口部の位置決めは、スリットが把持要素に付加される力に応えて組織把持
層を通して伝播するのを妨げるために役立ってよいと考えられる。逃し開口部は、組織把
持層の耐久性を高めるのに役立つことがあり、層が操作される（例えば、巻き上げられる
、折り重ねられる及び／又は捩じられる）のにつれて層の整合性を維持するのに役立つこ
とがある。ある実施形態では、逃し開口部は主要開口部よりも小さい。他の実施形態では
、逃し開口部は、主要開口部と実質的に同じサイズである、又は主要開口部よりも大きい
。逃し開口部４０は、互いに同じ形状及び／若しくはサイズを有してよい、又は、異なる
形状及び／又はサイズを有してよい。逃し開口部は、円形、楕円形、不規則、又は他の任
意の適切な形状であってよい。
【００２１】
　ある実施形態では、組織把持層（例えば、タブがスリットを１枚の薄板に切断すること
によって形成される）と一体形成されるタブを有する代わりに、タブは１枚のシートに取
り付けられる。タブは、接着剤、光化学反応、紫外線硬化、溶接、超音波溶接を介して又
は任意の他の適切な配置によって取り付けられてもよい。
【００２２】
　組織把持要素の組織把持動作をここで説明する。組織把持要素は、軟組織に付着するよ
うに構築されて設計される。一態様によれば、組織把持要素は、組織把持要素が事前に作
動するよりむしろ、軟組織に付着するために作動しなければならない。出願人は、事前作
動把持要素を回避する１つの利点が、把持要素が、例えば低侵襲的な送達に適した細長い
形状に巻き上げられるとき等、パッチのサイズが縮小されるとき、関連付けられた外科用
金網又は他の支持層とからまる可能性が低い点であると認識している。組織把持要素は、
組織把持要素のタブ（複数可）の初期移動方向に平行である方向での人工器官に対する力
の付加時に組織を把持してよい。人工器官が移植部位に達するとき、人工器官は広げられ
、次いで人工器官の組織把持層側面が欠損を取り囲む組織に対して位置決めされる。例え
ば機械的な力を介して、人工器官に接触し、人工器官に力をかける計器を介して、手によ
って、人工器官に向けられた集中空気圧によって、流体噴流によって又は任意の他の適切
な手段によって等、組織把持要素（複数可）の側面に力を付加することによって把持要素
を外向きに拡張された把持位置に移動するために力が付加される。力は、人工器官上の１
つ又は複数の小さい領域又は大きい領域に付加されてもよい。ある実施形態では、力は、
組織把持層が存在する部位で人工器官に付加されるにすぎないことがある。ある実施形態
では、力は組織把持要素に近い又は組織把持要素のすぐ上の領域にある人工器官に付加さ
れてもよい。本明細書に使用されるように、「主要開口部の事前作動位置」は、組織把持
要素の作動前に組織把持要素の主要開口部の位置を指す。ある実施形態では、人工器官に
対する圧力の付加は、組織把持要素の１つ又は複数のタブを、主要開口部の事前作動位置
に対して及び／又は外科用金網層に対して移動させる。ある実施形態では、タブは、付加
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される力の方向で移動する。組織把持要素の１つ又は複数のタブの移動は、組織把持要素
に組織を捕捉させて把持させる。結果として、組織把持要素は組織に取り付けられる。人
工器官が外科用金網層を含む場合、組織把持要素は外科用金網層を組織に取り付ける。い
かなる理論にも拘束されることを望むものではないが、ある場合では、タブの端部、角／
点、及び／又は側面は組織の上に引っかかることがある。ある場合、タブは、組織の上に
引っかかってよい尖った端部、羽枝又は他の突起を含んでよい。ある場合、組織はタブの
間で、組織把持要素のスリットの中に詰まることがある。ある場合、組織は、主要開口部
の中に受け取られ、主要開口部の中に留まってよい。ある場合、組織は、逃し開口部の中
に受け取られ、逃し開口部の中に留まってよい。上述されたように、スリットの端部にあ
る逃し開口部は、スリットが、特に組織把持層への力の付加時にタブの移動中に、組織把
持層を通って伝搬するのを防ぐために役立ってよい。
【００２３】
　代わりに又はさらに、組織把持要素は、組織把持要素のスリット（複数の場合がある）
を通して組織を移動させるために組織に対する力の付加時に組織を把持してよい。
【００２４】
　所望される場合、外科医はさらに、人工器官をさらに定位置に取り付けるために縫合糸
、鋲、ステープル、他の固締具又は他の取付け構成を使用してよい。
【００２５】
　スリットは基部に異なる構成で位置決めされてもよい。ある実施形態では、スリットは
、位置決めされ、基準点に向かう点に向けられる。ある実施形態では、主要開口部は基準
点に形成される。他の実施形態では、主要開口部は基準点にない。ある実施形態では、ス
リットは基準点の回りに等しく離間される。例えば、スリットは、基準点の回りに一様な
角度間隔を有するように配置されてもよい。ある実施形態では、スリットは、基準点から
離れて放射状に外向きに向けられる。
【００２６】
　図４に示される例示的な実施形態では、組織把持要素１０は主要開口部２０から延在す
る８つのスリット３０を含む。また、実施形態は８つのタブ５０も含む。しかしながら、
異なる数のスリット及びタブが組織把持要素に含まれてもよいことが理解されるべきであ
る。例えば、図５に示される実施形態では、組織把持要素１０は、主要開口部２０から延
在する４つのスリット３０及び４つのタブ５０を含み、各タブは、１対の隣接するスリッ
ト間に規定される。図６に示される別の例示的な実施形態では、組織把持要素は、主要開
口部２０から延在する１６のスリット３０及び１６のタブ５０を含む。組織把持要素は、
当業者に明らかである必要があるように、所望される適用に適した任意の数のスリット及
び／又はタブを含んでよい。
【００２７】
　図７に示される例示的な実施形態では、タブ５０の端部は、タブの端部に又は組織把持
要素１０の作動前にタブの端部間に形成される開口部がないように共通点で一致する。し
かしながら、組織把持要素１０の作動時、タブ５０は移動し、基部１０１を通して主要開
口部を明らかにする。図７に示される実施形態では、スリット３０は位置決めされ、架空
基準点３５に向かう点に向けられる。スリット３０は基準点３５の回りで等しく離間され
、基準点３５から離れて放射状に外向きに向けられてもよい。
【００２８】
　上述されたように、組織把持層は複数の組織把持要素を含んでよい。組織把持要素は、
多くの異なる方法で組織把持層に位置決めされてもよい。図３に示される１つの例示的な
実施形態では、組織把持要素１０は、組織把持要素間の間隔が変わるように、例えば組織
把持要素の一様ではない密度で一様ではなく配置される。図８に示される別の例示的な実
施形態では、組織把持要素１０は、整列されたアレイで配置される。
【００２９】
　ある実施形態では、組織把持層の外周は、移植部位の生体構造とよりよく適合するよう
に特に形作られてもよい、及び／又は、特定のサイズ／形状にされた外科用金網とともに
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特に使用されるように形作られてもよい。上述したように、外科用金網層及び／又は組織
把持層は、移植部位の生体構造との改善された適合のために３次元輪郭又は他の３次元形
状を有してよい。図９に示す例示的な実施形態では、組織把持層１００の形状は概して、
３つの側面及び３つの角を有する三角形である。側面は弧に曲げられてよく、角は丸みを
付けられてもよい。側面の長さは、等しくても又は異なっていてもよい。図１０Ａに示さ
れる別の実施形態では、組織把持層１００は概して、４つの側面及び４つの角を有する矩
形形状である。側面は弧に曲げられてよく、角は丸められてもよい。組織把持層は、線形
配置で位置合わせされる組織把持要素１０を含んでよい。図１０Ｂに示すさらに別の実施
形態では、組織把持層１００は概してインゲン豆形状を有する。組織把持層は、曲線状の
配置で配置される組織把持要素１０を含んでよい。組織把持層の外周は、実質的には三角
形、矩形、正方形、五角形、六角形、円形、楕円形、多角形、不規則、又は任意の他の適
切な形状であってよい。
【００３０】
　一態様によれば、組織把持層は複数の部分に分けられてもよい。図１１に示す１つの例
示的な実施形態では、組織把持層は複数の組織把持層部分１１０から成る。各組織把持層
部分１１０は基部１０１及び少なくとも１つの組織把持要素を含む。他の実施形態では、
組織把持層部分は複数の組織把持要素を含んでよい。組織把持層部分１１０は、異なる場
所にある外科用金網層の回りに分散されてもよい。組織把持層部分１１０は外科用金網層
２００の回りに一様に又は一様にではなく設置されてもよい。
【００３１】
　組織把持要素（複数可）は、該要素（複数可）が人間の体又は動物の体の中で埋込み可
能であるように滅菌されてもよい。人工器官の任意の部分又は人工器官全体は、人工器官
が人間の体又は動物の体の中で埋込み可能であるように滅菌されてもよい。所望される用
途に適した任意の適切な滅菌プロセスは、当業者に明らかである必要があるように使用さ
れてもよい。
【００３２】
　図１２は、図１１の線１２－１２を通る人工器官１の断面図を示す。図１２で分かるよ
うに、ステッチ６０は組織把持層部分１１０を外科用金網層２００に取り付ける。組織把
持層部分は、上述された外科用金網層と組織把持層との間の取り付け配置のいずれかを介
して外科用金網層に取り付けられてもよい。また図１２で分かるように、組織把持層部分
１１０は、組織把持層部分が互いから離間されるように組織把持層１００を構成する。
【００３３】
　図１３に示す別の例示的な実施形態では、複数の組織把持層は、正方形形状の又は矩形
形状の外科用金網層２００にわたって分散される。組織把持層部分は円形形状を有すると
して示されるが、他の形状が考えられることが理解されるべきである。組織把持層部分は
、実質的に三角形、矩形、正方形、五角形、六角形、円形、楕円形、多角形、不規則、又
は任意の他の適切な形状であってよい。
【００３４】
　上述したように、組織把持層は、外科用金網層の面積よりも小さい面積を有することが
ある。図１４に示される１つの例示的な実施形態では、組織把持層１００は、外科用金網
の境界線が組織把持層を取り囲むように、外科用金網層２００の面積よりも小さい面積を
有する。ある実施形態では、組織把持層及び外科用金網層は、組織把持層の回りの外科用
金網の境界線の幅は一様であるように同じ形状を有してよい。こうした配置は、組織把持
層が外科用金網層の面積よりも大きい面積を有するように逆にされてもよい。
【００３５】
　一態様によれば、１つ又は複数の組織把持要素は組織把持層の境界線に位置してよい。
例えば、図１５に示す例示的な実施形態では、組織把持要素１０は組織把持層の境界１２
０に位置する。組織把持要素の主要開口部２０は、材料によって部分的にのみ取り囲まれ
てもよい。
【００３６】
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　ここで、異なる組織把持要素幾何学形状を説明する。上述したように、組織把持要素は
１つ又は複数のスリットを有してよい。例えば図４～図７にみられるスリット３０等、ス
リットはスリットの全長に沿って一様な幅を有してよい。しかしながら、他のスリット幾
何学形状が考えられることが理解されるべきである。組織把持要素は、先細る、図４～図
７に示されるものよりも広い又は狭い幅を有してよい、スリットの長さに沿って一様では
ない幅を有してよい、三角形であってよい、楕円形であってよい、又は任意の他の適切な
形状であってよいスリットを含んでよい。図１６Ａ～図１６Ｃに示される例示的な実施形
態では、スリット３０は先細である。主要開口部２０に隣接するスリット３０の第１端部
はスリット第２端部よりも幅広い。
【００３７】
　逃し開口部４０が含まれる場合、スリット３０の第２端部はその対応する逃し開口部に
隣接する。ある実施形態では、逃し開口部４０は、図１６Ａに示す例示的な実施形態で、
スリットの長さに沿った任意の点でスリット３０の幅よりも小さい。ある実施形態では、
逃し開口部４０は、スリットの長さに沿った任意の点でスリット３０の幅よりも幅広い。
ある実施形態では、逃し開口部は、スリットの第２端部でスリット３０の幅よりも幅広い
が、スリットの第１端部でのスリットの幅よりも狭い。組織把持要素のスリット及び主要
開口部は、例えば図１６Ａ～図１６Ｃに示すパターン等の星状のパターンを形成してよい
。
【００３８】
　スリット（複数可）は、４～１２ｍｍの長さ又は任意の他の適切な長さを有してもよい
。ある実施形態では、スリットはごくわずかな幅を有してよい。先細のスリットを有し、
スリットの幅広い端部は１～５ｍｍの幅又は任意の他の適切な幅を有してよい。スリット
の狭い端部は０．１～１ｍｍの幅又は任意の他の適切な幅を有してよい。タブ（複数可）
は４～１２ｍｍの長さ又は任意の他の適切な長さを有してよい。タブは、約４～１２ｍｍ
の幅又は任意の他の適切な幅を有する幅広い端部、及び、約１～４ｍｍの幅又は任意の他
の適切な幅を有する狭い端部を有してよい。ある実施形態では、タブの狭い端部はごくわ
ずかな幅の点である。逃し開口部は、０．５～３ｍｍの直径、又は任意の他の適切な直径
を有してよい。主要開口部は、組織把持要素の作動前の１～７ｍｍの直径又は任意の他の
適切な直径を有してよい。
【００３９】
　本発明者は、腹腔鏡処置で使用される一部の修復外科用金網が移植部位に到着時、完全
な拡大を受けないことを認識している。一態様によれば、人工器官の組織把持層は、移植
部位への到着時に修復外科用金網の拡大を容易にする。腹腔鏡処置又は他の低侵襲的処置
では、人工器官は、丸められる、折り重ねられる、折り畳まれる、又はそれ以外の場合、
挿入を容易にするためにコンパクト形状に縮小される。いったん人工器官が移植部位に達
すると、人工器官は、広げられる、開かれる、解かれる、又はそれ以外の場合拡大される
。組織把持層は、組織把持層の弾力性のため及び／又は組織把持層で使用される形状記憶
材料のため、人工器官の完全な拡大を容易にする。
【００４０】
　埋込み可能な人工器官は、軟組織欠損の修復又は増強に適した任意の外科用金網を含ん
でもよい。前述を制限することなく、外科用金網は、再吸収可能な材料、永久材料又は再
吸収可能な材料と永久材料とのハイブリッドを構成してよい。再吸収可能な材料の非制限
的な例は、例えばポリグリコール酸（ＰＧＡ）、ポリ乳酸（ＰＬＡ）、乳酸‐グリコール
酸共重合体（ＰＬＧＡ）、ポリジオキサノン（ＰＤＯ）、ポリカプロラクトン（ＰＣＬ）
、任意の他の再吸収可能なポリエステル、ポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）、並
びにコラーゲン、アル銀酸カルシウム、前記のいずれかの組合せのような再吸収可能なポ
リエステルを含む。永久材料は、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエステル、ポリテ
トラフルオロエチレン、及び軟組織修復布に応用される他の再吸収できない重合体を含ん
でよい。埋込み可能な人工器官のいくつか又はすべては、埋込み可能な人工器官の間質の
中へ及び／又は埋込み可能な人工器官の回りで組織内方成長を促進する、又は同を妨げる
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本質的に非多孔性の領域を含んでよく、埋込み可能な人工器官の異なる領域は異なる多孔
性特性を有してよい。所望される場合、外科用金網の表面の一部又はすべては感覚器官又
は感受性組織との付着に耐性があるバリアを含んでよい。埋込み可能な人工器官は、鎮痛
剤又は抗生剤を含むが、これに限定されるものではない１つ又は複数の薬剤又は治療薬を
装填してよい。埋込み可能な人工器官は１つ又は複数の層から形成されてよく、層は、材
料組成を含むが、これに限定されるものではない同じ又は異なる特性を有する。埋込み可
能な人工器官は、平面状の薄板の形状をとってよく、凸面、凹面、凸面と凹面の組合せで
構成されてよく、３次元形状を含む他の形状の形をとってよい。外科用金網は３ＤＭＡＸ
　Ｍｅｓｈ又は３ＤＭＡＸ　Ｌｉｇｈｔ　Ｍｅｓｈ（Ｄａｖｏｌ　Ｉｎｃ．）の形をとっ
てよい。
【００４１】
　ある実施形態では、組織把持層は、ゼラチン物質、外科用金網又は膜から作られ、その
いずれも吸収性、非吸収性又は部分的に吸収性であってよい。組織把持層は、いったん人
工器官が移植部位に達すると、組織把持層が所定の形状に戻る又は所定の形状を保持する
のに役立つ形状記憶材料を含んでよい。ある実施形態では、組織把持層は外科用金網層よ
りも高い弾性及び／又は剛性を有する。ある実施形態では、組織把持層は０．０５～０．
３ｍｍの厚さを有してよい。
【００４２】
　本発明はこの点で制限されないので、上記の態様及び実施形態は任意の適切な組み合わ
せで利用されてもよい。
【００４３】
　複数のステップ又は行為を含む本明細書で請求されるあらゆる方法で、文脈上明確に他
の意味を示すべき場合を除いて、方法のステップ又は行為の順序は必ずしも、方法のステ
ップ又は行為が列挙される順序に制限されないことも理解されるべきである。
【００４４】
　本発明の少なくとも１つの実施形態のある態様をこのようにして説明してきたが、多様
な改変形態、変更形態、及び改善策が当業者に容易に思い浮かぶことが理解されるべきで
ある。こうした改変形態、変更形態、及び改善策は本開示の一部となることを目的とし、
本発明の精神及び範囲内にあることを目的とする。従って、上述の説明及び図面は例とし
てのみである。
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